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次世代自動車の普及に関する政府目標 
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2014年（実績） 2030年 

従来車 76.0% 30～50% 

次世代自動車 24.0% 50～70% 

ハイブリッド自動車 21.6% 30～40% 

電気自動車 

プラグイン・ハイブリッド自動車 
0.7% 20～30% 

燃料電池自動車 0.0% ～3% 

クリーンディーゼル自動車 1.7% 5～10% 

【出典】 次世代自動車戦略２０１０ 

自動車産業戦略２０１４ 

≪参考≫ 
 乗用車保有台数     ：   6,070万台 （2014年） 
 新車乗用車販売台数 ：     470万台 （2014年） 



次世代自動車の普及状況（国内） 

日本自動車工業会調 



電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の普及状況（国内） 
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車両：１２５，１７９台 
充電器：  ５，４１８基 

（2015年８月時点） 
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出典：IEA／ ETP（Energy Technology Perspectives）2012  
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次世代自動車普及促進の背景 

産業競争力 

５５０万人 
就業人口6,311万人のうち自動車
関連は550（8.7％） 

運送サービス ガソリンスタンド ディーラー 

アルミ 

３割 

鉄鋼 

２割 電線 
１割 

基礎素材 

３割 
ダイカスト 

７割 
繊維 

３～４割 

自動車関連産業 

の就業人口 

関連サービス業 

自動車産業への 

依存度が高い 

自動車製造業の 

製造業出荷額 

5２ 兆円 
製造業出荷額 2９０ 兆円のうち、 

自動車は ５２ 兆円（ 1８ ％） 

関連製造業 

環境（CO２） 

エネルギー 

用
途 

省エネルギー対策名 

導入実績 

※ 

導入・普及 

見通し※ 

省エネ量 

万kL 

2012FY 2030FY 2030FY 

単
体
対
策 

燃費改善 

次世代自動車の
普及 

HEV3% 29% 

938.9 
EV  0% 

PHEV  0% 
16% 

FCV   0% 1% 

CDV   0% 4% 

   産業部門       ＜▲１，０４２万KL程度＞ 

     業務部門       ＜▲１，２２６万KL程度＞ 

     家庭部門       ＜▲１，１６０万KL程度＞ 

＜各部門における主な省エネ対策＞ 
※保有割合 

出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」から国交省作成 6 



電気自動車・プラグインハイブリッド自動車普及に向けた課題 

②航続距離 

③充電インフラ 

整備 

①価格 

（デロイト・トーマツ株式会社「2014年次世代車に関する消費者意識調査結果」を基に作成） 

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ 

消費者意識調査（電気自動車の購入を検討する際、気になる点は？） 

製品に対して価格が高い 

走行距離が短い 

充電インフラが 

十分にない 

４６％ 

１６％ 

１１％ 

充電に要する時間が長い 

走行性能に問題がありそう 

製品として魅力を感じない 等 

 

５％以下 

（％） 

（5％以下の回答例） 
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クリーンエネルギー自動車の導入支援 
（クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金） 

26年度補正予算額:100億円、27年度予算額:200億円 

【概要】 
EV・PHV等のクリーンエネルギー自動車（CEV）と従来車のガソリン車との価格差の一部を補助。 

（対象車両例） 



（イメージ図：次世代自動車振興センターホームページより） 

事業名 概要 補助率 

公
共
用 

第１の事業 
自治体の計画（ビジョン） 
に基づく充電器設置 

 機器購入費 : ２/３ 

設置工事費 : 定額 

第２の事業 公共性を有する充電器設置 

        機器購入費：１/２    

    設置工事費：定額（※） 

 ※「第５の事業」②外部給電器             
における設置工事費は補助対象外 

 

 

非
公
共
用 

第３の事業 
マンション、月極駐車場等 

への充電器設置 

第４の事業 上記以外の充電設備 

第５の事業 
①既存の充電設備 
に設置する課金装置 
②外部給電器 

充電インフラの整備推進 
（次世代自動車充電インフラ整備促進事業） 

26年度補正予算額：300億円 

【概要】 
充電設備を設置する自治体や法人、個人に対して充電器の購入費及び工事費の一部を補助。 
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10 （試作セル） 

（SPring-8） 

（J-PARC） 

蓄電池の研究開発 
（リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業）27年度予算額：25億円 

（革新型蓄電池先端科学基礎研究事業）27年度予算額：31億円 


